
資料⑤

● 行政改革推進委員会からの提言への対応検討シート【令和７年度分】

統括課

（回答作成課）

1 長期総合計画

⚫市職員の積極性・チャレンジ・改革志向に関する自

己評価を高めるため、自己研鑽等に対するインセン

ティブ付与の仕組みを検討いただきたい。

総務課

●職員の自己評価を高めるためには、人事評価面談等での上司

からのフィードバックが重要になるため、人事評価研修を通じ

て、客観的事実に基づく具体的なフィードバック手法と部下の

自己認識を促すコーチングスキルの習得を継続して進めている

状況である。

　なお、人事評価に係る職員の自己評価については、令和５年

度の2.73、令和６年度の2.74と着実に改善しており、上司によ

る最終評価においても、令和５年度の2.91、令和６年度の

2.95、令和７年度2.97と改善している状況である。

●職員の自己研鑽については、職員の能力向上のため必要な取

組であるため、現状を継続していく。

　また、自己研鑽等に対するインセンティブ付与については、

引き続き検討を進めていく。

番号 計画 提言内容 提言への対応方針

●評価方法についてですが、令和４年度の総合計画審議会にお

いて指標の目標値に対する実績値について詳細を表す工夫を行

うよう意見があったことから、計画期間達成率、指標の達成度

等を追記しているところです。計画期間達成率は一定の計算式

により算出しています。そのため、成果等が十分説明できない

場合もあるため、年度達成率や評価の所見と併せて、市の取組

等を積極的にPRしていきます。

●意見のあった施策については、既に指標の達成度を見直しま

した。提言を踏まえて、指標の達成度については、見込み数な

ど不確定な数値での「判定変更」は行わず、評価の所見におい

てその背景や今後の見通しを適切に記載するよう、今後、周知

していきます。

●評価の所見欄については、評価結果に至った理由を明確にし

た上で、今後の方向性を記載するよう、再度、周知・徹底して

いきます。令和８年度に実施する令和７年度評価では、総合計

画前期基本計画の最終年度の評価となることから、施策の総括

として、「①取組の成果、②達成状況の分析、③後期基本計画

に向けた取組の方向性」を記載することとしております。

●意見のあった施策については、評価の所見欄のコロナ禍の表

現を見直しました。提言を踏まえて、コロナ禍の表現について

は、今後検討していきます。

●後期基本計画においては、絶対量などを基準とした指標の設

定となるよう各課と協議、検討してきました。

●後期基本計画の施策の目標達成指標については、政策達成に

寄与する指標とするとともに、事務事業の活動指標について

は、施策達成に寄与する指標とするため、令和８年度実施計画

の要求調書に「ロジックモデル」を組み込みました。

企画秘書課

⚫	計画期間の達成率が計算上ゼロとなり、評価がＤや

Ｅと表示されることで、職員の努力が正しく反映され

ず、現場の士気低下や市民の誤解を招く恐れがある。

また、市が努力していることや、積極的に取り組んで

いることを市民に伝える前向きな情報発信が、市民の

意識向上に資すると考えられるため、評価方法や情報

発信の見直しを検討していただきたい。

⚫	指標の達成度については、評価の妥当性や客観性を

保つ観点からも、見込み数など不確定な数値での「判

定変更」は行わず、評価の所見においてその背景や今

後の見通しを適切に記載することを検討していただき

たい。

⚫	評価の所見欄については、評価結果に至った理由を

明確にした上で、今後の対応方針を記載する構成とす

ることで、課題と方向性のつながりがより伝わりやす

くなるよう記載していただきたい。

⚫	コロナ禍以前の状態への数値の回復を前提とするの

ではなく、コロナ禍を契機とした社会全体の生活スタ

イルの変化も踏まえ、一時的な落ち込みと捉えるので

はなく、社会構造の変化への対応についても今後検討

していただきたい。

⚫	「人口一人あたり」のように人口動態の影響を受け

やすい指標においては、人口が増加しているという本

来望ましい状況にもかかわらず評価が下がる可能性が

あるため、取組の実績や成果がより正確に評価される

よう、絶対量などを基準とした指標の設定を検討して

いただきたい。

⚫	施策の目標達成指標の達成度と事務事業の成果が結

びついていない指標もあるため、後期基本計画の策定

にあたっては、適切な施策の目標達成指標を設定して

いただきたい。
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資料⑤

● 行政改革推進委員会からの提言への対応検討シート【令和７年度分】

統括課

（回答作成課）
番号 計画 提言内容 提言への対応方針

3 その他

⚫交流プラザ二丈館・志摩館の会議室等については、

社会情勢の変化や、地域の実情に応じた施設利用のあ

り方を検討し、既成概念にとらわれず柔軟に活用方法

を検討いただきたい。

公共施設管

理課

●交流プラザ二丈館の会議室全８室のうち、７室が市の事業等

に常時使用中で、１室が臨時的な業務に長期使用中である。

●交流プラザ志摩館の会議室全７室のうち、２室が市の事業等

に常時使用中で、２室が臨時的な業務に長期使用中である。残

りの３室は市民まつりや福岡マラソンのための会議等として毎

年使用されているほか、税務課などが作業部屋として長期間使

用している。また、令和10年度、令和11年度には、近隣の健康

福祉センターふれあいの大規模改修工事を控えており、工事期

間中の一時移転先に想定されている。なお、一番利用が多い別

館２階の大会議室は、令和12年度に解体予定である。

●以上のようなことから、当面の間は長期的な外部への貸し出

し等は行わない方針であるが、今後空室が増える場合には、柔

軟に活用を検討していきたい。

5 その他
⚫審議会等の開催状況や傍聴案内、議事録について

は、効果的な周知・公表を行っていただきたい。

コミュニ

ティ推進課

●提言のとおり、審議会の開催状況や傍聴案内、議事録につい

て、効果的な周知・公表を行うよう改善を図りたい。

●市民満足度調査のほぼ全ての設問が、施策評価における「施

策に関する目標達成指標」として設定しており、事務事業評価

の結果等から指標の達成度に対する理由を分析し、今後の方向

性を記載しています。さらに指標の達成度の低い項目は、外部

評価の意見等を予算編成等において事務事業・施策に反映させ

ることで、満足度の向上に繋げています。なお、満足度が低い

理由については、記述を求めていないため、後期基本計画では

設問に対して、「不満」や「わからない」と回答した場合は理

由を確認することで、更なる改善に繋げていきます。

●後期基本計画では、各政策において、特に注目すべき対象者

の評価（満足度）を抽出、分析し、施策・事業へのフィード

バックを着実に行っていくことで、市民全体の満足度を向上さ

せていきます。

●市民満足度調査については、施策内容をイメージできるよ

う、主な取り組みを掲載するなど、市民が理解し、適正に評価

できるような内容としています。これまでの提言を踏まえ、今

後、市民満足度調査の設問における満足度向上に資する事業の

成果を掲載することで、市政に関する情報を積極的に発信して

いく予定としていますが、回答が誘導されることが無いよう、

調査項目ごとに市が行っている主な業務の「事業実績」を掲載

します。

企画秘書課

⚫市民満足度調査の結果が低い項目について、原因を

分析できる体制を整えていただきたい。

⚫市民満足度調査については、改善に向けたＰＤＣＡ

サイクルが機能するよう、回答者の属性ごとに評価の

状況を掘り下げ分析し、施策事業の立案・改善につな

げていただきたい。

⚫市民満足度調査に主な市の取り組みを掲載すること

について、回答が誘導されることが無いよう、注意し

て取り組んでいただきたい。
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